
常勤 非常勤 常勤 非常勤 有期 無期

-         -         -         -         14       

1         1         -         -         4         

1         -         -         -         16       

-         28       -         2         5         10       

2         29       -         2         21       28       

団体の設立目的・沿革

設立目的

　当協会は、すべての人々が生涯にわたってスポーツに親しみ、健康づくりが

できるスポーツ社会を基本理念に、神戸市におけるスポーツの普及及び競技力

の向上を図るとともに、教育・健康増進に関する事業を行い、もって市民の健

全な心身の発達及び保持に寄与することを目的とする。

沿革

　昭和22年12月に任意団体「神戸市体育協会」として発足

　平成2年4月に財団法人認可

　平成10年10月に㈶神戸市スポーツ教育公社と統合

　平成24年4月に公益財団法人に移行及び「神戸市スポーツ教育協会」に名称

　変更

　令和元年7月に「神戸市スポーツ協会」に名称変更し現在に至る。

団体の主な事業内容

令和５年度　経営改革プラン　

団体名 公益財団法人神戸市スポーツ協会

設立年月日 平成２年４月１日

文化スポーツ局スポーツ企画課

事業名

市民スポーツ振興事業

スポーツ・教育施設運営事業

スポーツ・教育施設収益事業

合　　計

理事・評議員 監事 職員役職員数

（令和４年７月時点）

その他

代表者 会長　國井 総一郎

6                      

17                    

45                    

合　計

14                    団体固有職員

神戸市派遣職員

神戸市ＯＢ職員

所管局

文化スポーツ局スポーツ企画課

文化スポーツ局スポーツ企画課

82                    

施設附帯等事業 自主事業



財務状況（単位：百万円）

期末現金預金残高

令和３年度 令和２年度 差引

▲ 40 ▲ 141 101

▲ 45 ▲ 147 102当期正味財産増減額

流動資産

流動負債

長期借入金（固定負債）

経常損益

401 383 18

188 137 51

339 314 25

0 0 0



■中長期的なミッション（神戸市行財政改革方針２０２５期間中のミッション）

■短期的なミッション（令和５年度のミッション）

■経営指標（令和３年度）

ミッション① 中期経営計画（令和5～9年度）の展開

ミッション①
スポーツ振興及び市民の健全な心身の発達・保持という定款の目的を着実に遂

行するためのKPIによる事業の実施と検証

ミッション② 自律した事業運営に向けた財政基盤の強化

ミッション③ 中長期的な人事戦略による活力ある組織づくり

風通しのよい働きやすい環境の整備

事務事業の見直し

ミッション② 情報発信機能の強化

ミッション③

ミッション④

ミッション⑤

市政課題や社会課題に対応した新たな市民スポーツ振興

令和２年度 令和３年度 前年度比増減

職員

一人

あたり

純利益

純利益/職員数

職員１名あたりが、ど

の程度の利益を上げて

いるか。(百万円）

▲ 3.577 ▲ 1.134 2.4ポイント

経常費用

人件費比

率

人件費/経常費用×100％

経常費用に占める人件

費の割合がどの程度あ

るか。

22.39% 18.99% ▲3.4ポイント

総資本

経常利益

率

経常利益/総資本×100％
経常的な収益性はどの

程度見込まれるか。
▲12.34% ▲3.51% 8.8ポイント

流動資産

回転率
売上高/流動資産×100％

流動的な資金が効率的

に運用されているか。
261.55% 290.92% 29.4ポイント

流動比率 流動資産/流動負債×100％
短期的な資金をどの程

度確保できているか。
279.28% 212.77% ▲66.5ポイント

自己資本

比率
自己資本/総資本×100％

団体固有の資本がどの

程度あるか。
81.40% 78.23% ▲3.2ポイント

自己資本当

期純利益率

（ＲＯＥ）

当期純利益/純資産×100％
資本を効率的に運用し

ているかか。
▲15.81% ▲5.14% 10.7ポイント

純資産

増加率

（当期純資産-前期純資産）

/当期純資産×100％

純資産が持続的に増加

しているか。
▲15.81% ▲5.14% 10.7ポイント

経営指標

財

政

安

定

性

持

続

性

人

的

パ

フ

ォ

ー

マ

ン

ス

財

政

的

パ

フ

ォ

ー

マ

ン

ス



■ミッション工程表

中長期的ミッション

スポーツ振興及び市民の健全な

心身の発達・保持という定款の

目的を着実に遂行するための

KPIによる事業の実施と検証

自律した事業運営に向けた財政

基盤の強化

中長期的な人事戦略による活力

ある組織づくり

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

短期的ミッション

中期経営計画（令和5～9

年度）の展開

情報発信機能の強化

市政課題や社会課題に対応した

新たな市民スポーツ振興

風通しのよい働きやすい

環境の整備

事務事業の見直し

ミッション名

ミッション名 令和５年度 令和６年度 令和７年度～

人事配置

計画

人事配置

計画

前年度の達成状況確認、

当該年度の事業実施に反映

現金

監査

自主

監査

施設監

査
外部講

師研修

Web環境

施設

監査

政懇
情報共

有環境

第５期中期経営計画に基づく事業

の展開

前年度の達成状況確認、

計画の修正及びＫＰＩの見直し、

当該年度の事業実施に反映

・収益事業における収入の確保、増

収方法の検討

・収支構造の改善

・事業見直しの実施

・収益事業における収入の確保、増

収方法の検討

・単年度収支均衡の達成

・事業見直しの実施

・中期経営計画期間Ｒ５～Ｒ９通算の

収支均衡の達成

・事業見直しの実施

人事配置

計画

組織体制と役割

分担の見直し

第5期中期経営計画に基づく事業の展開（4つの基本方針「①協会の強みを活かしたスポーツの振興」「②市と協会が両輪と

なった事業の展開」「③経営基盤の安定と強化」「④組織及び人的体制の強化」に沿った事業展開）

組織体

制と役

割分担

の見直
し

市民スポーツ振興事業のあり方検討

その他事務事業の見直し

協会ＨＰとKOBE SPORTS WEBの統合に関する協議･仕様の検討

神戸市民体育大会・神戸市総合スポーツ大会のあり方検討

神戸市総合スポーツ大会（8/1～1/21水泳競技など13競技）

外部研修受講、資格取得支援

都市間

交流ス

ポーツ

大会

教室・イベント（トップチームとの交流、ニュースポーツなど新たな幅広い競技の体験、子ども向け、フレイル予防等）

協会予算編成

ICTを活用したスポーツ教室の検討

収益事業における収入の確保、増収方法の検討

競技団体指導者の部活動指導員への橋渡しを始めとする部活動の地域移行への対応への協力

神戸市民体育大会（4/9～10/1 陸上競技など22競技）

進捗状況の確認

翌年度事業への反映

類似事業の統合・整理及び新規事業の検討

効果的な情報発信に向けた協議：検討



■ミッションを踏まえた団体目標

■市支援策の活用状況（令和４年度）

　・SNSの活用や動画配信によるスポーツ教室など、働き盛り世代へのスポーツ実施機会の提供

　・高齢者向けスポーツ教室等の健康維持・フレイル予防を目的とした事業の実施

　・様々なメディアを活用した協会の活動情報、市内スポーツイベント、競技団体の情報等の発信

目

標

及

び

実

現

方

法

目標

（できるだけ達成度を表す

数値目標も記載）

定款に掲げた目的に基づき、かつ、神戸市スポーツ推進計画の理念実

現を目指して、中期経営計画に沿って、市民へのスポーツの普及及び

スポーツによる市民の健康の増進、競技団体への支援・連携体制の強

化及びそれらの実現のための協会の財務体質の安定・強化並びに人材

の育成、外部人材の活用に取組む。

１．協会関連事業の参加者数令和3年度比25％増

　・職員の経験蓄積とスキルアップ

　・人事異動による組織の活性化

２．市政課題や社会課題に対応したスポーツの振興

３．第5期中期経営計画（令和５～９年度）期間内の経常比率100％以上の達成

　・協会の強みである専門性・経験及び競技団体との連携を活かしたスポーツ振興

　・競技団体への支援と連携事業による市民がスポーツをする環境の提供

　・民間事業者や大学等との連携による市民のスポーツ振興

４．協会の組織及び人的体制の強化

　・市が所管しているソフト事業に関して、協会への移管、協会の参画など神戸市所管事業への

　　取組

　・子ども向けスポーツ教室や指定管理施設における子ども向け個人利用時間帯の設定など、

　　子どもの体力を向上させるための事業の実施

外郭団体共通内部通報窓口

専門家紹介制度 経営診断

経営懇談会 外郭団体職員向け研修

企業統治状況調査

民間代替性調査


